
　海外エネルギー事業では、国内で培ったエネルギーバリューチェーンのO&M・エンジニアやソリューションサービ
スの提案力を活用しつつ、長年積み重ねてきた海外各国での事業運営の経験・知見を元に、上流から中下流事業ま
で事業領域の拡大と多様化を進めてきました。
　現在、海外エネルギー事業は当社の事業の柱の１つとして成長し、国内エネルギー事業のみに依存しない安定的
な収益基盤として、Daigasグループの利益に貢献しています。 
　今後も効率的に利益規模の拡大を進めるとともに、e-メタンプロジェクト開発等により、CN社会の持続可能性に
寄与する安定的なエネルギー供給や利便性の高いサービスの提供を目指します。

● �上流から中下流までバリューチェーン全体で
事業を展開

● �国内の知見を活かしたエネルギー事業の運営
ノウハウの保有

● 低・脱炭素エネルギー需要の増加
● 新興市場でのエネルギー需要の増加

● �安定調達と収益獲得のための安全かつ安定的な
操業

● �事業参画等を通じた新領域におけるノウハウ取得

● �事業を行う国における政策、規制の実施や変更、
経済社会情勢等の悪化

● �原油価格やガス価格等の市況変動、技術的課題

海外エネルギー事業

売上高 
（億円） セグメント利益 

（億円）

0

0

400

800

1,200

1,600

697

2022

1,232

796

2023

1,164

719

2024

1,281

883

2025

1,437

855

2026
見通し

1,400

（年度）

（年度）

300

600

900

1,200

2022 2023 2024

762
838

1,129

2025 2026
見通し

1,045
1,160

0

0

400

800

1,200

1,600

697

2022

1,232

796

2023

1,164

719

2024

1,281

883

2025

1,437

855

2026
見通し

1,400

（年度）

（年度）

300

600

900

1,200

2022 2023 2024

762
838

1,129

2025 2026
見通し

1,045
1,160

目指す姿

事業環境認識

強み

機会

課題

リスク

売上高 1,437億円 売上高 1,400億円
セグメント利益※ 883億円 セグメント利益※ 855億円

2025年度
実績

2026年度
計画

※営業利益＋持分法による投資損益

INPUT OUTPUT OUTCOME

海外エネ事業における各年度の成長投資額 （億円）

■■ 売上高　■■ セグメント利益

●セグメント資産額 10,839億円
●セグメント成長投資額 1,045億円
● �上流から中下流までバリューチェーン全体で事業を
展開

● �国内の知見を活かしたエネルギー事業の運営ノウハ
ウの保有

●売上高 1,437億円
●セグメント利益 883億円
● �米国シェールガス事業において、生産量拡大と
安定操業、価格ヘッジによる着実な利益成長

●成長市場であるインドでの都市ガス事業展開

●グローバルなエネルギー供給の安定化
●CN社会への貢献
●国・地域の経済発展への貢献

提供：Freeport LNG Development.L.P.
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区分 売却
年度 発電所名(地域) 持分容量

(MW)

保有 ー

フェアビュー(PJM) 525
スリーリバーズ(PJM) 188
セントチャールズ(PJM) 186
トワンティック(ISO-NE) 389
サラナック(NY-ISO) 48

売却
済

2023 ホワイトウォーター 69

2025 ミシガン、レイクウッド、
クリーン、ショア 474
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3.5

■ 独占権を有するエリア

デリー

チェンナイ

総面積：約32万㎢
（日本の国土の約9割相当）

井戸掘削現場
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　米国のシェールガスを中心とした天
然ガス生産量は、堅調な国内需要や

LNG輸出の拡大を背景に、今後も増加基調が続
くと見込んでいます。足元では、データセンターの
稼働拡大などに伴う電力向け需要の増加も、市場
を下支えする要因となっています。
　また、米国の天然ガス価格指標であるヘンリー
ハブ先物価格については、季節的な天候要因や在
庫状況など、一時的な需給バランスの変化によっ
て変動する局面はありますが、中長期的には一定
の水準内で安定して推移すると想定しています。

　期初時点で当年度販売量の7～8割の売価を固定化（ヘッジ）し、事業収支を安定化さ
せつつ、ガス価格の高騰時には機動的に生産量を増やすことで、利益のアップサイドを追
求しています。2026年度は400万トンの生産を計画しており、今後も追加鉱区の取得等に
より生産量を拡大し、利益成長を目指します。なお、現時点で向こう10年程度は追加開発
を継続できる見込みです。さらに、単なる市況の恩恵の享受にとどまらず、事業ノウハウの
蓄積による掘削作業の効率化や、市況動向に応じた柔軟な契約交渉といったコスト削減
の取り組みも利益向上に寄与しています。また、当社グループの保安の知見を活かすこと
で、現地社員の労災ゼロを達成するなど、安全かつ安定的な事業運営を実現しています。

　Clean Max社と協業し、現在約280MW※の再エネアセットを取得しています。今後も
新たな案件開発を進め、2028年度までに400MW※規模の保有を目指します。

・持分電源は、5発電所・約1,300MW
・選択と集中により、資本効率を向上

※当社が出資を行った日系コンソーシアムとしての数値。建設中の発電所を含む

※1 �Osaka Gas Singapore Pte. Ltd.・住友商事（株）・（株）海外交通・都市開発事業支援機構らとともに日系コンソーシアムを通じて、
AG＆P LNG Marketing Pte. Ltd.へ出資   

※2 25年間の排他的インフラ独占権、8年間の排他的ガス販売権

　国内事業で蓄積したノウハウを
活かして事業運営に関与し、リファ

イナンスや操業改善によるバリューアップを
図ることで、安定的な収益確保に努めていま
す。一方で、資産の保有に固執することなく、
価値を最大化できた資産や収益性の低い資
産は売却し、優良案件が出れば新たな出資も
検討するなど、機動的な資産の入れ替えを進
め、投資効率の最大化を追求しています。

　2021年より都市ガス事業に出資参画※1し、政府から排他的インフラ独占権※2を得た19の
エリア（インド国土の約1割に相当）で、当社グループの国内ノウハウ（供給インフラの構築・維
持管理、需要開発等）を活用した事業を展開しています 。安価な国産天然ガスが交通・家庭用
に優先分配される国策を追い風に、足元ではパイプライン約1.1万kmやCNGステーション
500カ所以上を整備し、家庭用供給件数は約15万件に到達しました（2026年3月末現在）。

米国シェールガス

価格ヘッジによる安定的な利益貢献と、中長期での生産規模拡大

現地リーディングカンパニーとの協業

独占権を得た19のエリアで、国内ノウハウを活用した
都市ガス事業を展開

インド都市ガス・再エネ

米国電力（火力）

220 
280 

330 300 310 
390 400

2.0 
3.9 

6.5 

2.5 2.2 
0

5

10

0

250

500

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026
見通し

2030
計画

…

生産量
[万トン/年]
(LNG換算)

ガス価格
（ヘンリーハブ）
[$/MMBtu]

生産量（左軸） ガス価格(ヘンリーハブ)（右軸）

35

5.7

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0
2025 2026

見通し
2030前半
計画

当社国内都市ガス販売量の
約半分の規模に拡大

ガス価格低下時は
生産を一部抑制

3.7

2024

8.2

(億㎥)

46.00

44.00

42.00

40.00

0
2020 2025 2030 2035

(TBtu)

（年）

（年度）

（年度）
出典：EIA AEO2025をもとに作成

3.5

■ 独占権を有するエリア

デリー

チェンナイ

総面積：約32万㎢
（日本の国土の約9割相当）

市場環境

主な
取り組み

主な
取り組み

主な
取り組み

主な
取り組み

■ 事業エリア ■ ガス販売量の推移・目標

■ 電源リスト（2026年3月末現在）

■ 米国ガス生産量予測

■ シェールガス生産量とガス価格の推移

都市ガス

再エネ

海外エネルギー事業
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